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Abstract: Recently the increasing number of companies has been using e-learning. Along with the widespread of e-learning, 
instructional design theory has been drawn attention as one of effective way of developing learning materials in the educational 
technology research. However, there are a lot of educational methods including OJT (on the job training or knowledge management) 
which have been conducted in companies except of e-learning. The educational technology research should focus on not only 
e-learning but also these methods. In this article, we shall explain the concept of 'workplace learning', review the previous research 
related to workplace learning in economics, management, cognitive science, sociology and psychology. Finally we point out that the 
educational technology research could play an important role in designing a real workplace learning environment. 
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1.はじめに：実践としての e ラーニング 

 近年、大手企業を中心に、企業内教育の中に e
ラーニングを導入する動きが次第に盛んになりつ

つある。 
 たとえば、比較的早くから e ラーニングに着手

していた企業に、株式会社オートバックセブン（以

下略：オートバックス）がある（中原・北村・荒

木・松田・浦嶋・小松 2004）。 
オートバックスでは、フランチャイズのチェー

ン店で働くアルバイト社員等に対して、e ラーニ

ングを活用した企業内教育を提供している。1)店
舗の運営知識、2)商品知識、3)車に関する知識、

を有することを証明する「カーライフアドバイザ

ー」という自社資格を創設し、それを従業員に取

得させるために e ラーニングを提供した。この e
ラーニング教材によって、これまでに 8000 名を

超える修了者をだしている。 
 アルバイト層を対象として e ラーニングを提供

するだけでなく、様々な職階に応じて e ラーニン

グを提供している企業のひとつに、日産自動車株

式会社（以下略：日産）がある（経済産業省 2005）。 
日産では、カルロス＝ゴーン氏が「トレーニン

グは投資である」という明確なメッセージを打ち

出し、1)内定者研修、2)マネジメント研修（マネ

ジメントの基礎・コーチングなど）、3)評価者研

修（コンピテンシーについて学ぶ）、4)技術者研

修、5)一般研修（コンプライアンスや英語など）

などの社内教育を e ラーニングで実施し、成果を

あげている。 
 上記に紹介したように日本企業では、その経営

課題に応じて、e ラーニングの導入が進んでいる

が、その普及と同時に注目を集めているのが、教

材の開発手法であるインストラクショナルデザイ

ンである（菅原 2005）。 
 
2. インストラクショナルデザイン 

 インストラクショナルデザインの定義には様々

なものがある（例えば小川 2000；鈴木 2004）。  
一般的には、インストラクショナルデザインと

は教材や教授の開発の段階において「分析・設計・

開発・導入・評価」という主要なプロセスを通し

て（Walter, Lou & James 2004）、「教材の効

果・効率・魅力」を高める手法のことをいう（鈴

木 2004）。 
インストラクショナルデザインはもともと海軍

における兵隊教育や従業員教育を効率的かつ効果

的に行うためのものとして1950年から1960年に

かけて生まれ、熟練労働者の技術向上の高い社会

的ニーズを背景に発展してきた。 
インストラクショナルデザインのデザインプロ

セスの第一フェイズは「分析」である。 
「分析」では、「学習するニーズを探索する」

「学習者の状況や学習環境を調べる」「学習項目

の分類を行う」などのタスクを実施する。教材開

発の初期に実施される、このフェイズはもっとも

重要である。最終的には各種の調査を通じて、「学

習目標を行動目標として明示すること」が求めら

れる。 
 「設計」では、学習目標を達成するための教育

方略を決定しなければならない。学習の方針、学



2 

習の方法、学習項目の配列、使用する学習メディ

ア、学習目標に合致したテストなどがこの段階で

決定される。 
第三フェイズの「開発」では、設計に基づいて

学習内容や学習ツールを開発・選択し、実際のコ

ースを作っていく。コースはモジュールとよばれ

る下位項目から成立する。モジュールが適切に配

置され、コースを形成する。そのプロセスにおい

て、形成的な評価を実施し（Flagg 1990）、モジ

ュールの配置等を改善する。 
「実施」では実際に学習してもらう。その際に

は、メンターやチューターとよばれる学習支援要

員を配置し、支援を行うことも多い (Salmon 
2000)。 

最終フェイズの「評価」では、学習効果を測定

し、本コースそのものの学習効果を同定する。評

価 項 目 に つ い て は 、 Kirkpatrick(1998) や

Phillips(1997)らによる評価項目のタキソノミー

が提唱されている。 
 インストラクショナルデザインの研究者は、上

記主要な５つのプロセスを通して、学習効果の高

い e ラーニング教材が開発できる可能性が向上す

る。インストラクショナルデザインとは決して、

学習効果を保証する手法やアルゴリズムではなく、

学習効果を保証できる蓋然性を向上させる手法で

ある(Riegeluth 1999)。 
教育工学の研究領域では、インストラクショナ

ルデザインの特性をいかして、実際に企業の現場

で活用される e ラーニング実践研究が行われてい

る。 
  
3.ワークプレイスラーニングと教育工学 

 前節では e ラーニングとインストラクショナル

デザインについて概説してきた。しかし、企業の

中で実施されている教育は、e ラーニングの形態

だけで実施されているのではない。むしろ e ラー

ニングは会社の行う人材育成施策の中ではマイノ

リティに位置する（リクルートワークス研究所 

2005）。 
 企業でもっとも頻繁に行われているのは、先輩

社員に一定期間ついて徒弟的に仕事を教わるいわ

ゆる OJT（on the job training）、その次に一定

期間の研修やワークショップから構成される

OFF-JT（off the job training）である。 
 OJT に関しては、近年、その運営手法をめぐっ

て様々な会社で見直しが起こっている（リクルー

トワークス研究所 2005）。中には現場での人材

育成を円滑に行うためにオフィス空間の改造に取

り組む会社も増えてきている（金澤 2000）。 
 既に e ラーニングを実施している企業も、それ

を単独で実施しているわけではない。一般にブレ

ンディッドラーニング（blended learning）と称

して、OJT や OFF-JT を補足するメディアとして

e ラーニングを位置づけ、カリキュラムを構成す

るところが多い（Bersin 2006 ; Mantyla 2001）。 
 そして、企業教育の現状が上記のようであるな

らば、教育工学研究においても、e ラーニング以

外の企業人材育成施策に研究の視野を広げていく

ことが望ましい。本稿では、この「企業の人材育

成施策活動」を総称して「ワークプレイスラーニ

ング」という概念で把握する。 
 ワークプレイスラーニングには様々な定義があ

るが（蒋 2003・2005）、本稿において筆者らは、

Rothwell & Sredl （2000）らの「ワークプレイ

スラーニング＆パフォーマンス（workplace 
learning & performance）」の定義に従う。 

ワークプレイスラーニング＆パフォーマンスと

は「個人や組織のパフォーマンスを改善する目的

で実施される学習その他の介入の統合的な方法 
」である（Rothwell & Sredl 2000）。それは、

経済学、経営学、心理学、コミュニケーション理

論、教育学、社会学、政治学、人間学などの様々

な学問領域の知見が基底をなして構成される研究

領域である（Rothwell & Sredl 2000）。 
上記の定義は非常に網羅的であるが、企業が学

習を提供するのは、「業績の向上」を目的とする

からであって、ことさら「workplace learning」
と「performance」を「＆」で結ぶのはやや冗長

なきらいがある。よって、筆者らはこれを単に「ワ

ークプレイスラーニング」とだけ呼称する。 
 筆者らは、今後の教育工学研究は、e ラーニン

グだけでなくワークプレイスラーニングを対象に

するのが望ましいと考える。そしてそのためには、

インストラクショナルデザインをベースとした研

究に注力する一方で、企業の人材育成に関与する

様々な諸知見を把握する必要がある。 
 しかし、管見に関する限り、日本の教育工学研

究において、企業教育といえば真っ先に取り上げ

られるのはこれまでインストラクショナルデザイ

ンであり、それ以外の研究領域、つまりは人材育

成に関連する関連諸科学の理論や研究知見がレビ

ューされたことはない。金井がいみじくもいうよ

うに、組織の現実は「個別諸学では解けない数多

くの変化に直面」している（金井 1990）。個別

の理論のみならず、様々な関連知見を把握してお

くことは効果的な学習環境の構築を目指す上でも

重要なことである。 
  
４．本論文の目的 

 本論文で筆者らは、ワークプレイスラーニング

に関連が深いと思われる、1)経済学、2)経営学、

3)認知科学、4)組織エスノグラフィー、5)心理学

の研究知見をレビューすることにチャレンジする。

この作業を通して、教育工学研究がワークプレイ

スラーニングに果たすべき役割が明らかになるだ

ろう。 
 企業を対象にした教育工学研究は、まさにフロ

ンティア領域である。日本、欧米を問わず、先行
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研究がそれほど多いわけではない。 
 言うまでもなく企業の競争優位を支える有力な

リソースは、人材である。日本企業の競争優位を

下支えする学問として、教育工学、および、ワー

クプレイスラーニング研究が活発になること、そ

して筆者らの本稿における取り組みが、わずかな

一歩になることを期待する。 
 
5.経済学 

第一に経済学の観点からレビューを行う。経済

学では、いわゆる「人的資本論」「知的熟練研究」

「OJT による人材育成研究」というかたちで、ワ

ークプレイスラーニングに関する諸知見が推移し

てきた。これについて、それぞれ 5.1 節、5.2 節、

5.3 節でのべる。 
 

5.1 人的資本論からのアプローチ 

企業の人材育成に関する経済学的な説明を行っ

たのが Becker（1976）である。Becker は、人材

の技能を「資本」、企業が技能形成のためにおこ

なう教育訓練を「投資」と捉える「人的資本」の

考え方を提示した。 
 Becker は、企業に見られる長期雇用と年功的賃

金（勤続年数が上がるにつれて賃金が増える）の

仕組みを、労働者の熟練によって説明した。まず、

Becker は、労働者の熟練をその企業に特殊な企業

特殊熟練（specific skill）と、どの企業にも通用

する一般的熟練（general skill）とに分けた。企

業特殊熟練が多いほど労働者は他社に移ることが

できないため、企業と労働者は長期の雇用関係を

取り結ぶことになる。このため企業は労働者に対

して長期的な訓練を行い、その訓練コストを長期

にわたって回収することが可能になるのである。 
若く技能が低いうちは訓練コストもかかるため、

労働者の生産性は企業が支払う賃金に見合わない。

しかし、企業が訓練に投資することで長期的に労

働者の技能が高まれば、企業は賃金以上の収益を

得られ、初期に行った投資を回収することができ

る。 
また、年齢が上がるにつれて労働者の技能は上

がるため、賃金は年功カーブを描くことになる。

Becker の人的資本の理論は、このように「企業特

殊熟練」を用いて企業と労働者との長期の雇用関

係や年功的な賃金カーブを理論的に説明するもの

であった。 
 
5.2 知的熟練研究への発展 

 Becker の、いわゆる人的資本論を踏まえ、日本

企業の人材育成に関する経済学的理論を提示した

のが、小池である（小池 1991a；小池 1991b；小

池 1997）。 
小池は、Becker の理論では「企業特殊熟練とは

何かが明らかにされていない」と述べ、企業特殊

熟練とは、それぞれの企業における「仕事のキャ

リアのくみ方」として現れる（小池 1991a p. 88）
と指摘した。キャリアの組み方とは、どのような

仕事を経験させるかという OJT のことである。 
小池は、労働者は OJT によって企業の中で様々

な仕事を経験しながらキャリアを形成していくが、

いつどのような仕事をするかというキャリアのく

み方は企業によって異なるため、形成される技能

も企業ごとに異なるはずだと述べた。OJT を通じ

て形成される技能こそが、企業特殊熟練だと考え

たのである。 
このため小池は、企業における OJT を重視し、

OJT の実態について、生産技能職場の丹念な「聞

き取り調査（小池 1991a）」を行った。聞き取り

調査で小池が特に注目したのが、生産労働者が職

場で経験する仕事である。小池ら（小池・猪木 

1987）は職長に対し、職場での各労働者の持ち場

や担当する順番、ふだんと違った作業や異常への

対処などについて詳しい聞き取りを行った。 
そして調査の結果、日本の職場では労働者が複

数の持ち場を担当しながらやさしい仕事からそれ

と関連の深いやや難しい仕事へと次々に進んでい

く「はばひろいキャリア」形成が行われているこ

とが明らかとなった。小池は、このような「はば

ひろい」技能形成によって、生産労働者は変化や

異常に対処するための高度な「知的熟練」を身に

つけていると述べる。 
 小池は、その後調査対象を生産労働者から大卒

ホワイトカラーへと移し、同様の指摘を行ってい

る（小池 1991b；小池 1997）。小池によれば、日

本企業における大卒ホワイトカラーのキャリア形

成の特徴は、同期入社者と昇進の差がつき始める

のが遅い「おそい昇進」と、一人が複数の部門を

担当する「はば広い専門性」とにある。「はば広

い」とは、たとえば自動車の設計技術者であれば

エンジン設計の中の複数の小分野、営業であれば

多様な商品や取引先を担当することである。小池

はこのような「おそい昇進」と「はば広い専門性」

が日本企業における大卒ホワイトカラーの多様性

と変化への対応力を高めていると指摘する。 
このように小池は、日本企業の人材育成を OJT

を中心とする長期の技能形成過程として論じた。

こうした長期的な技能形成が、不確実性にも対処

できる高度な熟練を形作ると考えたのである。小

池の理論は、1980 年代以降大きく注目され、日本

企業におけるキャリア形成について数多くの実証

的研究が行われる先鞭をつけた（橘木 1992；日

本労働研究機構 1993；中村 1995；奥田 1995）。 
 
5.3 成果主義時代の OJT 

 1990 年代にバブルが崩壊し、企業の長期雇用慣

行にも揺らぎがみられるようになると、日本企業

の OJT を通じた長期にわたる人材育成の変容が

指摘されるようになった。 
 玄田（2001）は、OJT の効果は取り組む仕事内
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容によって左右されると指摘した。玄田によれば、

仕事にはあきらかに異なる 2 種類のものがある。

一つは「仕事をする過程で学習や訓練の機会が豊

富であり、働くことで人々が能力や所得を向上さ

せていくことができる仕事」、もう一つは「仕事

のなかでみずから多くを学ぶ機会が乏しいため、

その職務自体からは能力向上や働く意味を見出せ

ない仕事」である（玄田 2001 p. 139）。玄田は

両者の差を「仕事格差」と呼ぶ。そして、短期的

業績を求める成果主義の浸透により、職場には仕

事格差が広がり、様々な仕事を経験しながら能力

を形成する OJT が揺らいでいると警鐘を鳴らし

た。 
 佐藤と玄田（2003）は、中小企業に対する調査

データから、成長・拡大している中小企業ほど能

力開発に積極的な場合が多いことを明らかにした。

こうした企業では、OJT を中心とする能力開発に

積極的に取り組むことによって、基幹的な人材の

仕事ぶりから高い満足を得ているという。佐藤と

玄田は、企業の成長における能力開発の重要性を

指摘し、そのための人材戦略とは経営者自らが人

材の育成を重視し、社員を信頼した上でリスクを

恐れず、社員に「任せる姿勢」を示すことである

と述べる。 
 以上、経済学におけるワークプレイスラーニン

グの理論、研究知見について述べてきた。経済学

では、企業が社員におこなう能力開発を「投資」

と捉え、その手法を企業内での長期にわたる OJT
と OFF-JT、自己啓発とに分ける。とりわけ、様々

な仕事を経験する OJT は、高度な技能を形成し企

業の成長を支える効率的な育成手法として重要視

される。 
1980 年代以降は強い日本企業に対する国際的

な関心もあり、日本企業における労働者の OJT、
キャリア形成に関する実証的な研究が盛んに行わ

れた。また近年では、日本企業における成果主義

の浸透などにより、OJT を通じた長期的な能力開

発の重要性が再び指摘されるようになっている。 
 しかし、経済学が着目するのは OJT で「どのよ

うな仕事を経験するか」であり、「どのように

OJT が行われるか」ではない。経済学におけるワ

ークプレイスラーニング研究が明らかにできなか

ったことは、「仕事によって従業員が何を、どの

ように学んでいるのか」あるいは「どのように

OJT を実践すれば効果的なのか」である。仕事の

場における学習の解明と、その知見に基づいた効

果的な OJT のあり方を提案していくことが、今後

の研究課題のひとつである。 
 
6.経営学 

第二に経営学を扱う。経営学においては、古典

的管理法、人的資源管理論、知識創造理論、場の

モデルという４つのアプローチが関連する知見と

して存在している。これを 6.1 節から 6.4 節にお

いてそれぞれ論じる。 
 

6.1 古典的管理法のアプローチ 
 近代的な管理法として初めに提唱されたのが、

Tylor の「科学的管理法」であることは周知の事

実である。 
Tylor は、職人の仕事を課業（タスク）に分解

し、それぞれの課業に必要な動作や時間を測定し

て課業の標準化を行う「課業管理」の仕組みを作

り上げた。Tylor がストップウォッチを用いて測

定を行ったことから、科学的管理法は「ストップ

ウォッチサイエンス」と呼ばれている。そして、

労働者の作業量が標準を上回る場合に賃金が上が

り、標準に達しない場合には賃金が下がるという

刺激給が取り入れられた。科学的管理法の背後に

通底するのは、人間を経済的合理性に基づき行動

する「経済人モデル」と捉える管理思想であった

（金井 1993；Rothwell & Sredl 2000；Crainer 
2000）。 

これに対して人間の感情や働く意欲を重視する

管理思想として現れたのが「人間関係論」である。

ハーバード大学の Mayo を中心とするチームは、

監督者との折り合いが良い、他のメンバーとの人

間関係が良いといった職場の人間関係が働く意欲

に大きく影響していることを明らかにした。人間

関係論は、人間を「感情を有する社会的存在」と

捉える、「社会人モデル」に基づく管理思想であ

った（金井 1993；Rothwell & Sredl 2000；
Crainer 2000）。 

以上、科学的管理法、人間関係論においては、

従業員が「学習をする存在」であるという視点は

ほとんど存在しない。科学的管理法の場合、スト

ップウォッチによる測定とデータに基づいた統制

で「仕事ができるようになること」はわかっても、

その背後にある人間の学習メカニズムには焦点が

あてられなかった。 
 
6.2 人的資源管理論のアプローチ 

 「 人 的 資 源 管 理 （ human resource 
management）」とは、「ヒト」（従業員）を企

業にとって重要な資源と捉える考え方である。 
人間関係論の研究知見上に発展した人的資源管

理論は、人間は本質的に創造的であり人間が働く

意味は自己表現にあるとみなす（Rothwell & 
Sredl 2000）。このため、従業員のモティベーシ

ョンや自発的なコミットメントを重視する（石井 
2003 p. 11）。 
 人的資源管理論がそれまでの管理思想と異なる

点は、従業員を「学習する存在」と捉え、人材育

成を重視する点である。人的資源管理論は、人材

育成の手法として、OJT 以外にも企業が行う

OFF-JT や自己啓発、社内制度などの幅広いマネ

ジメントを重視する。 
このように幅広いマネジメントを重視する理由
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は、人的資源管理論が、従業員に学習やキャリア

選択の機会を提供し、彼ら自身が企業の中で働く

意味を見つけ、学習する必要があると考えるから

である。 
最近、従業員の志向や選択を尊重するこうした

人材マネジメントの考え方は「キャリア開発」と

して概念化され、注目されている。金井・高橋

（2004）は、社員のキャリアとは企業と個人の双

方が長期にわたってデザインするものであると述

べる。具体的には、幹部候補の選抜・養成、管理

職の能力開発や個人の多様なニーズにあった育成

などが企業のおこなうキャリア開発である。 
奥林ら（2003・2004）もまた、社員のキャリア

開発のために企業は仕事に必要な能力基準を社員

に明示し、社員が自らの経験や志向性に合わせて

仕事を選択できる仕組みを企業内に作ることが重

要であると述べる。 
一方、上司が部下のキャリアを発達させるべき

であるとする意見もある。Kram（2003）は組織

の中で個人のキャリアを発達させる「関係

（relationships）」に注目し、上司と部下、時に

同僚との間に結ばれる支援的な関係が、個人のキ

ャリア発達にとって重要であると指摘する。この

とき、上司は「メンター（mentor）」、すなわち

「経験をつんだ年長者」として振る舞うことが求

められる。 
以上、人的資源管理論について述べてきた。人

的資源管理論は、現在、企業で実施されている人

材育成施策の基礎理論となる役割を果たしている。

しかし、研修や人事制度など様々な制度によって

従業員の志向と意欲を尊重する必要性はわかった

ものの、人的資源管理論においても、「仕事によ

って従業員が何を、どのように学んでいるのか」

あるいは「どのように OJT を実践すれば効果的な

のか」という OJT に関する課題は、依然として解

明されていない。 
 
6.3 知識創造理論のアプローチ 

 経営学では人的資源管理論と並列するかたちで、

1990 年代から企業の競争力の源泉として「知識」

が注目されるようになった。Drucker（1993）は、

新しい経済における唯一の資源として知識の重要

性を指摘し、Reich（1991）は、知識社会におけ

る新しい労働者像として、数字やデータなどのシ

ンボルを操作し問題解決にあたる「シンボリッ

ク・アナリスト」の台頭について述べている。 
 こうした中、企業が新しい知識を創造する仕組

みへの関心が高まった。そこで登場したのが野中

ら（1996）の提案した知識創造理論である。 
野中らは、企業の知識創造の仕組みとして

「SECI モデル」という知識変換モデルを提示し

た。SECI モデルとは暗黙知の中から新しい知識

が創造される過程を、共同化（Socialization）、

表出化（Externalization）、連結化（Combination）、

内面化（Internalization）の 4 つの知識変換モー

ドによってモデル化したものである。 
野中らはホンダや松下電器等の代表的な日本企

業の事例から、こうした知識変換が合宿や徹底し

た討議といった「場」におけるメンバー相互の対

話を通じて行われるものであることを明らかにし

た。 
妹尾ら（2001）もまた、企業において知識が創

造される過程を具体的な企業事例をもとに分析し

ている。たとえばセブン－イレブン・ジャパンで

は、マネジャー会議や加盟店の関係者による FC
（フィールド・カウンセラー）会議の場において、

現場やアルバイト社員の意見を取り入れ、消費者

のニーズや変化に応じた迅速な店舗経営を実現し

ている。 
知識創造理論は、日本企業の強さも追い風とな

り、海外から大きな注目を浴びた。その後、知識

の共有や創造を促す経営手法は「ナレッジ・マネ

ジメント（knowledge management）」と呼ばれ、

日本でもその手法や企業の取組について多くの研

究や実践が行われることとなった（例えばリクル

ートナレッジマネジメントグループ 2000；
Krogh・一條・野中 2001；野中・紺野 2003；
国領・野中・片岡 2003；Buckman 2005）。 
 
6.4「場」から「学習する組織」、実践共同体へ 

 1990 年代にはじまった知識創造理論は、知識の

創造プロセスを企業内につくりだすことの重要性

を主張した。しかし、こうした場を具体的に作り

出す手法についてはあまり明らかにされなかった。

そこで、企業において人間が学習を行ったり、共

同作業を行う場所を何とか作り出そうとしたのが、

場（Ba）のモデルに関する一連の研究である。 
伊丹（1999）は、人々の半自律的な情報的相互

作用の束を「場」と呼ぶ。そして、こうした場の

創造が、組織内の協調的な行動と学習を引きおこ

すと述べる。伊丹は、企業が組織の中に「場」を

作り出し、意思決定を調整し、人々の心理的エネ

ルギーを高めることによって場のプロセスの舵取

りを行うことを提言している（伊丹 1999)。 
 組織全体で知識を共有し問題解決する組織は

「学習する組織」とも呼ばれている。Senge（1995）
は学習する組織をつくりだすためには、システム

志向やチームによる学習が必要であると述べてい

る。Argyris & Schӧn（1996）もまた、組織が新

しい変化の中で過去の成功体験を棄却し、従来と

異なる価値観や戦略を取り入れる過程を、「ダブ

ル・ループ学習」と呼び、その重要性を指摘して

いる。 
しかし、Senge や Argyris & Schӧn の研究をも

ってしても、いまだ「学習する組織」論の定義や

手法が抽象的かつ曖昧であるとの批判が存在して

いる（Garvin 2000）。 
これに対して、学習が行われる「場」の理論を
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具体的かつ実践的に展開したのが、Wenger
（1998・2002）であった。そのために彼は、組織

の内部に「実践共同体」を構築することを提唱す

る。 
Wenger はもともと認知科学の研究者である。

かつて Lave とともに状況学習論のアプローチか

ら徒弟制を丹念にエスノグラフィーし、学習が社

会的な場に埋め込まれていることを主張した

（Lave & Wenger 1993）。Wenger はその後、

伝統的な徒弟制から見出された共同体を一般化し、

現代社会にも通じる実践共同体（community of 
practice）という概念をつくりあげた。 

実践共同体とは、「共同の取組みに対する専門

性と情熱を共有することでインフォーマルに結び

ついた人々の集まり」（Wenger and Snyder 
1994）である。実践共同体とは、1)領域（domain）、
2)コミュニティ（community）、3)実践（practice）
という 3 つの要素によって構成される（Wenger 
1998；Wenger, McDermott and Snyder 2002） 。 

「領域」とは、メンバーが共有する問題やテー

マ（たとえば専門知識やノウハウ）であり、「コ

ミュニティ」とは、メンバー同士の相互交流と関

係性であり、「実践」とは、コミュニティ・メン

バーが共有する一連の枠組みやアイデア、ツール、

情報、様式、専門用語、物語、文書などである（同

上 pp. 63-65）。Wenger らは、これら 3 つの要

素がうまくかみ合うことによって、実践共同体は

理想的な知識の枠組み（knowledge structure）に

なるという。そして、こうした場を企業に多層的

に構築するための手法について提言している

（Wenger, McDermott and Snyder 2002）。 
以上、知識創造理論や場のモデルのアプローチ

について述べた。これら諸理論は、OJT としてカ

ッコに括られてきた職場での学習を、実際に現場

に立ち入り具体的に観察した点で、ワークプレイ

スラーニングに関する研究を一歩前進させたとい

える。しかし、こうした知識創造や学習のための

場をどのように構築すればよいのか、そこで個人

はどのように学習するのかについては、まだ十分

な実証研究が行われてはいない。 
また、今や知識創造のための場や実践共同体は

企業内部だけにとどまっているわけではない。近

年、階層構造の厳格な組織デザインが見直され、

ネットワークの中で、専門性のある人々、いわゆ

る e ランサーがアドホックにグループを組みつつ、

仕事に従事するという新しい企業のあり方も模索

されている（Malone 2003・2004）。このような

場所では、ワークプレイスラーニングのあり方も

変容する。 
荒木（2006）は、企業で働く個人が社内外の多

様な実践共同体に参加しながら学習し、キャリア

意識を獲得していく過程を実証的に分析している。

企業で働く個人は、職場内の勉強会や社外勉強会、

社会人大学院など様々な実践共同体に参加し、そ

こでの活動を通じて、自らの専門性や仕事に対す

る認識を深めている。企業がおこなう人材育成の

重要性は変わらないとしても、今後は企業で働く

個人のこうした多様な学びの場について分析する

ことが求められる。企業の枠を越え、社会人が学

べる場を社会の中にいかにつくっていけるか、こ

れも大きな研究課題である。 
 
7.認知科学 

 認知科学の領域では、「状況的認知アプローチ」

と「アクターネットワーク理論によるアプローチ」

の２つが存在する。それぞれ 7.1 節、7.2 節で紹

介する。 
 

7.1.状況的認知アプローチ 

 状況的認知アプローチとは、人間の知的有能さ

を個人の頭の中の知識蓄積とその検索によって成

立するとみなすのでなく、人間をとりまく道具や

他者に分かちもたれており（Salomon 1993・上野 

2002）、それらとの協調によって達成されるもの

であるとする、理論的立場をいう。人間の知的行

為は「人と人の間、および人と道具の間に分散し

て個人をこえた１つのシステムとして機能する」

のであって（高木 1996）、それを適切にとらえ

るためには「主体」であるところの人間のみを研

究の対象に行ってはならないと考える。 
 状況的認知アプローチでは、企業や組織を舞台

とした研究が数多く生み出されている。それらの

多くは、企業や組織において人々が協同的に作業

を行っている場面をフィールドワークやエスノメ

ソドロジー等の方法論によって観察・記述し、そ

の場で達成されている複雑な認知活動のなりたち

を明らかにするといったものである。 
 代表的な研究に、Huchins（1992）による艦船

航行の研究、Suchman（1999）らによる航空管

制官のオペレーションルームの研究、Orr(1996)
によるコピー機の修理技術者のエスノグラフィー

がある。 

 ここでは、その中から Orr(1996)らの研究を紹

介しよう。 
 Orr は、某コピー機のメンテナンス技術者たち

の知識伝承の様子などをエスノグラフィーの手法

で明らかにした。それによると、コピー機の技術

者たちには、会社より公式のマニュアルが配布さ

れていた。しかし、コピー機の技術者たちが学ん

でいたのは、マニュアルというよりもむしろ、イ

ンフォーマルな喫茶室での技術者同士の会話によ

ってであった。ふだんは出先で仕事をする技術者

たちが、自分が過去に経験した大修理を「戦争物

語」として語り直す。その戦争の物語を通して、

相互に技能伝達を行い、問題解決力を獲得してい

く。また同時に、戦争物語がきっかけで、メンバ

ー全員から認められるようになっていく。 
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 会社や工場などの組織において常にインフォー

マルなグループがあることは、経営学における人

間関係学派の研究によって明らかになっていた。

Orr の研究は、こうしたインフォーマルグループ

における相互作用がメンバーの学習にとって貴重

なリソースとなっていることを示唆している。 
 このように状況的認知アプローチの研究は、こ

れまで注目されなかった企業の学習の現場を深く

記述することをめざしている。しかし、彼らが研

究の対象にする現場は、多くの場合、ブルーカラ

ーや専門的技術者などの職場が多く、一般的なホ

ワイトカラーはその対象とされていない。また「ワ

ークプレイスにおいて何が学習のリソースになっ

ているか」「ワークプレイスの認知活動がどのよ

うなリソースによって達成されているか」に焦点

があたっており、いかに「ワークプレイスにおけ

る学習をデザインするか」については言及されて

いない。今後、そのような研究が進展することが

期待される。 
 
7.2.アクターネットワーク理論のアプローチ 

 新しい科学的知識や技術的イノベーションが、

研究や開発の現場において生み出されるとき、何

が起こっているのか。この問いに対して、取り組

んだのが Latour（1988・1999）や Callon(1986）
らのアクターネットワーク理論研究者である。 
 彼らによれば、新たな科学的知識やイノベーシ

ョンは、研究者個人の認知活動や、理論の明晰さ、

技術の発展によってのみ、生み出されているわけ

ではない。もちろん、先行研究の知見、実験デー

タなどを適切に誰にも了解可能なかたちで提示す

ることは言うまでもなく重要である。 
しかし、それに加えて重要なのは、研究や開発

等の活動を支えるヒューマンリソースの確保、資

金面の融通、関係者の意図の調整といった、マネ

ジメントの活動なのである。そして、好業績をあ

げる研究室では、マネジャーが複雑な人間関係や

利害関係者の調整を行い、彼らの利害関係を翻訳

して、自分のネットワークに巻き込み、結集させ

ている。つまりは、利害関係者を巻き込み、彼ら

からのコミットメントを継続的にひきだす状況を

意図的につくりだすことによって、研究活動を支

えているのである。 
 企業の人材育成活動を、アクターネットワーク

理論枠組みを用いて観察した研究に、Nagaoka
（2005）の研究がある。 

Nagaoka は「企業が外部講師にアウトソーシン

グする研修で、毎年継続される評価の高い研修は、

どのようにつくられているのか」をエスノグラフ

ィーの手法を使い明らかにした。 
 その結果、継続する研修を実施できる外部講師

は、「研修参加者の上司」という、研修継続の決

裁権をもった人たちが関心をもつように研修を組

み立て、彼らの関心に沿うように評価の軸を設定

していることが明らかになった。外部講師は、い

わば研修のアクターネットワークに利害関係者を

参加させ、研修の継続をはかっていたのである。 
 インストラクショナルデザインや学習科学の観

点から素朴に考えれば、研修のよしあしは、研修

が目的とした「知識・技能の達成度」がどの程度

達成されているかで決まると考えるのが妥当であ

る。しかし、実際はそう単純ではない。「知識・

技能の達成度」は、「人材育成担当者」にとって

は関心になるのかもしれないが、「決裁権者」に

とっては、必ずしもそうではないからである。そ

うであるならば、決裁権者を研修に巻き込み、決

して悪い評価が下せない様なかたちにするという

政治的実践を行えばよい。つまり、彼ら自身が研

修のアクターネットワークに参加してしまえばよ

いのである。 
 アクターネットワーク理論の理論的眼鏡を透か

してみれば、いつも見慣れたはずの研修現場にも、

様々なポリティクスの動態を見いだすことができ

る。もちろん、こうしたポリティクスは OJT の実

施にも関与していることが推察されるが、いまだ

そうした研究は行われていない。アクターネット

ワーク理論は、研修や OJT などのワークプレイス

ラーニングに変革を起こすときには、ステークホ

ルダーによるアクターネットワークの形成を常に

意識する必要があることを教えてくれる。 
 
8.組織エスノグラフィーによる諸研究 

 次に、組織エスノグラフィーを活用して、ワー

クプレイスラーニングの有り様に迫った諸研究を

紹介する。 
 まずエスノグラフィーという研究手法には、

様々な定義がある（Spradley,1980・Denzin & 
Lincoln, Y.S 1994）。一般的には「人類学者が異

文化における日常生活を身近に観察・記録し、そ

れに自ら参加し、そして細部を丹念に記述しなが

ら、その文化についての話を書き上げるような調

査のプロセス」と言われている（佐藤 1992）。 
 教育工学の分野においても、田口（1995）や大

谷・山内（1997）らによって、エスノグラフィー

の手法や理論の導入が行われ、中原（1999）や山

内（1999・2003）らによって教育現場のフィール

ドワークが行われた。 
 エスノグラフィーは、未開民族の調査手法とし

て人類学にて生まれたことは既に書いたが、次第

に、未開民族以外の場所にも社会学的方法論とし

て用いられるようになった（Maanen 1999）。1920
年代に隆盛を極めたシカゴ学派による都市エスノ

グラフィーなどはその典型である。彼らは、当時、

移民の流入等で大規模に拡大しつつあった都市を

フィールドに様々な秀逸な研究を生み出した。 
そして、エスノグラフィーの対象は、やがてス

トリートから組織や会社にまで拡大することにな

る。「組織を対象とした民族誌的方法とその記録」
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（金井 2005）のことを、組織エスノグラフィー

（organizational ethnography）とよぶ。 
 組織エスノグラフィーの知見には様々なものが

ある（例えば Mintzberg 1993・2003；小笠原

1988）。 
以下、その代表的な知見で、ワークプレイスラ

ーニングに関連があると思われるものを紹介しよ

う。 
 まず、Hochschild(2000)の「管理される心」で

は、感情労働の訓練プロセスが描写されている。

感情労働とは「公的に観察可能な表情と身体的表

現をつくるために行う感情の管理」のことである。

通常、感情とは「私的なもの」であり、何人たり

ともそれを外部から管理することはできない。し

かし、サービス業を中心とするある種類の職業に

とっては、そうはいかない。客室乗務員や多くの

サービス産業では、自分の感情を商品として切り

売りすることが求められる。 
 それでは、飛行機の客室乗務員たちは、どのよ

うにして乗客に笑顔をふりまき、かれらに快適な

フライト時間を提供できるようになっていくのか。

Hochschild は、航空会社の訓練センターの様子や

様々な人々へのインタビューを通して、そのプロ

セスを追っている。 
 金井（1994）の研究は、ボストン近郊のベンチ

ャー組織の起業家たちが集うネットワーク組織に

メスをいれたものである。金井は全く種類の異な

るネットワーキング組織を比較して、ネットワー

キングを行う組織には、ネットワーカーの世界を

広げることを目的にする「フォーラム的要素」と、

「限られた人数の中で深い語りを行うことによる

自己の省察」が可能なダイアローグ的要素が必要

であることを明らかにした。企業者のためのネッ

トワーキング、それは、ふだんは生き馬の眼を抜

くような現場で生きているベンチャー企業の経営

者が、自らの見聞を広め、情報を集め、新たな価

値を生み出す、いわば学習と知識創造の場である。

金井は、この場の解明を行うため、エスノグラフ

ィ ー と サ ー ベ イ 調 査 の 両 者 に よ る mixed 
approach を採用した。 
 Kunda（2005）の「洗脳のマネジメント」は、

大手コンピュータメーカー、テック社の組織文化

が、いかに維持・創造されているのか、そして、

それがテック社の社員の労働状況にどのような影

響を与えていたのかを明らかにしている。 
組織文化は中空に生まれる意味体系ではない。

Kunda は、テック社において支配的だった「組織

文化」が、実は同社の研修ワークショップ、トッ

プマネジメント層による講演など、各種の呈示儀

礼(Goffman 1986)を通して、巧みに操られ、維持

されている様子を描き出している。テック社の組

織文化は、テック社の社員が誇りに思う反面、結

局、社員の猛烈なワーカホリックやバーンアウト

を生み出す原因にもなっていた。テック社は、「気

づかれずに社員を教育」し、それがテック社を支

えていたのである。 
 経営学において、「組織文化はマネジメントす

るべき対象」になってから久しい。Schein(2004)
は、企業内部に参与しながら、組織文化を変容さ

せていく手段として「プロセスコンサルテーショ

ン」という手法をうみだし実践を行っている。プ

ロセスコンサルテーションとは、「依頼人によっ

て設定された状況を改善するために、依頼人がそ

れに働きかけるのを助けるというコンサルティン

グの一手法」である（金井 1990）。これは教育

学でいうところのアクションリサーチの一種と考

えられ、今後の研究課題となっていくのではない

かと思われる。 
 
9.心理学 

 心理学は、ワークプレイスラーニングに関する

研究として「動機づけに関する研究」「リーダー

シップに関する研究」の系譜を認めることができ

る。これを 9.1 節、9.2 節においてそれぞれ紹介

する。 
 

9.1.動機づけに関する研究 

 心理学では、意欲の側面から学習を捉え、どの

ようにすれば学習者の学ぶ意欲が高まるかという

動機づけに関する研究をおこなってきた。動機づ

けの研究は古く、19 世紀初頭までさかのぼる。こ

こでは今日の企業の人材育成を考える上で重要な、

内発的動機づけと達成動機に関する研究について

紹介する。 
 賃金など外的報酬による動機づけではなく、内

面からの動機づけの重要性を述べたのが、心理学

者の Deci（1999）である。Deci は、自分が周囲

の環境を効果的に処理することができ（自己の有

能さ）、自己の欲求をどのように充足するかを自

由に決定できる（自己決定）と感じるとき、人間

の内発的動機づけは高まると考えた。例えば同じ

仕事でも、他者から強制されて行っている場合と、

自分から選択して行っている場合とでは、内発的

な動機づけは異なる。自分から選択した場合には

やる気は高まるが、逆に自分ではどうすることも

できず、自己の有能さや自己決定を認識できない

状況におかれると人間の内発的動機づけは低減す

る。 
 一方、人間は何か目標を達成したいと考えると

き意欲が高まると考えるのが「達成動機づけ」の

理論である。McClelland（2005）は、難しい課

題に取り組み目標を達成しようとするニーズを

「達成動機」と呼ぶ。そして、達成動機が強い人

の行動の特徴を明らかにし、また達成動機が経済

発展を促すことを歴史的分析から明らかにした。

こうした McClelland の達成動機の考え方は、今

日のコンピテンシー概念に続いている。 
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コンピテンシーとはもともとアメリカで開発さ

れた概念で、「ある仕事や場面で、外部基準に照

らして効果的、もしくは優れた業績を結果として

もたらす個人の潜在的特性」（Spencer and 
Spencer 2001）を指す。最近日本でも、個人の

能力概念として「コンピテンシー」が普及し、社

員のコンピテンシーを企業の戦略といかに結びつ

けるかという戦略的人材マネジメントの考え方が

注目されている（金井・守島・高橋 2002）。実

際に社員に仕事に必要な要件やコンピテンシーを

提示し、社員が自ら希望する仕事に応募できる社

内公募制や社内 FA（フリー・エージェント）制

を整える企業も増えている。 
近年では、数多くのコンサルティング会社によ

って、コンピテンシーの考え方が解釈され、企業

の人材育成においても注目されている。 
古川ら（2002）は、社員が「経験による学習」、

「モデリングによる学習」、「概念化による学習」

を通して有能感と創造性を学習する「コンピテン

シー・ラーニング」という考え方を提示している。

コンピテンシー・ラーニングで重要なのは、

McClelland の達成動機である。成果につながる

行動であるコンピテンシー形成がなされるために

は、学習者が、実際の仕事の中で高い達成動機を

持ち、他者を観察しモデリングすることが求めら

れるからである（金井・高橋 2004）。1990 年代

以降経済の低迷を経験した日本企業では、今改め

て、社員の動機づけを高める経営手法に対する関

心が高まっている。「モティベーション・マネジ

メント」や「モティベーション・エンジニアリン

グ」といった新しい言葉も生み出され（たとえば

小笹 2002a・2002b）、地位や報酬だけでなく、

上司によるマネジメントや企業のミッション・ビ

ジョンの明確化によって、社員のモティベーショ

ンを高める手法が提言されている。 
 このように動機づけ理論では、学習者の意欲に

影響する要因について様々な分析がおこなわれて

きた。内発的な動機づけであれ、また達成動機で

あれ、効果的な学習のためには学習者に対する適

切な動機づけが必要である。しかし動機づけ理論

では、動機づけの要因について研究がなされたも

のの、実際に企業ではどのような状況で学習者の

学習意欲が高まっているかについて具体的に分析

した研究は少ない。金井と高橋（2004）はそれを

動機づけ理論の「ミッシング・リンク」と呼ぶ。 
企業で働く人は、研修などの限られた場だけで

なく、普段の仕事の中で動機づけられたり逆にや

る気を失ったりしているはずである。こうした職

場の状況を明らかにすることから、仕事を通じて

人が意欲的に学ぶための手法を考えていくことが

求められる。 
 
9.2.リーダーシップ研究 

 心理学の研究の中でも、個人が置かれた職場の

状況や仕事を通じて人が学ぶ過程を明らかにしつ

つあるのが、リーダーシップに関する研究である。

最近、日本企業でもリーダーシップに関する関心

が高まりつつある。リーダーシップ研究は、初期

には、リーダーのパーソナリティや特性、リーダ

ーとしての行動に着目する研究が行われた。そし

て最近では、リーダーを育成するためのリーダー

開発研究が行われるようになっている（金井・高

橋 2004）。リーダー開発研究を簡単に言うと、

リーダーは育成できるものであり、普通の人も学

習することでリーダーになれるとする立場に立つ

研究である。リーダー開発研究は、リーダーとな

る過程での具体的な仕事経験に注目する。ここで

はこのリーダー開発研究について述べる。 
 リーダー開発の研究として優れた研究に、

McCall の研究がある（McCall 2002）。McCall
は、リーダーシップ研修と研究において定評の高

い ア メ リ カ の CCL(Center for Creative 
Leadership）での研究をリードしてきた研究者で

ある。McCall が注目したのは、リーダーに必要

なスキルの形成を促す「経験」であった。従来か

ら企業でのリーダー育成は OJT が重視されてき

たが、McCall は実際の企業経営者に対する調査

から、OJT の経験にはリーダーとしての成長を促

す経験とそうでない経験とがあることを明らかに

した。リーダーとしての成長を促す経験とは、変

化を生み出す仕事や高レベルの責任を負う仕事、

非公式な活動である。また、不慣れな任務への異

動により自分の力量を示さなくてはならない状況

も、リーダーとしての成長を促す。しかし実地で

経験を積ませることは、決してリーダー候補生を

仕事の中に放り出すことではない。McCall は、

重要なことは、彼らがこうした経験を積む過程を

トップや上司など周囲が支援することであると述

べる。 
 金井（社団法人関西経済連合会 2001）は、リ

ーダーとしての成長につながる経験を「一皮むけ

る」経験と呼ぶ。一皮むける経験とは、「以前に

は見えないことが見えるようになる、以前にはで

きなかったことができるようになっている自分に

気づく」経験である。金井は、組織の中でリーダ

ーとなる人材が、具体的にどのような「一皮むけ

る」経験をしてきたかに関する実証的研究を行っ

ている。まず、企業の経営者や役員となった人々

にこれまでのキャリアを振り返ってもらい、彼ら

にとって節目となる経験はどのような経験であっ

たのか、その中で何を学んだのかが細かくインタ

ビューされた。そしてその内容を分析した結果、

リーダーとなる人材にはこれまでに新規事業・新

市場開発など仕事をゼロから立ち上げた経験が多

く、そこからキャリアに関する様々な教訓を学ん

でいることが明らかとなった。 
 このように、リーダー開発研究は、それまで
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OJT という言葉で曖昧化されてきたリーダー育

成の過程を、具体的な経験レベルから明らかにす

るものであった。同時にその研究結果は、OJT に

対する再考を促すものでもあった。OJT といって

も個人を仕事の中に放り出せば自然に学習が行わ

れるわけではない。大切なことは、企業が計画的

に成長につながる経験を積ませ、その過程を支援

することである。これまで日本企業の人材育成は、

OJT という名のもとに曖昧化され、現場での育成

過程が十分明らかにされてこなかった。しかし成

長につながる OJT には、経験する仕事の内容や上

司による支援が大きな影響を及ぼしている。すな

わち、OJT もまた、効果的な学習につながるよう

デザインされる必要があるのである。今後は一般

社員についても具体的な仕事経験に関する分析を

行い、効果的な OJT のデザインについて考察を深

めることが求められる。 
 
 
10.今後の研究の方向性 

 本論文で筆者らは、ワークプレイスラーニング

に関連の深いと思われる、1)経済学、2)経営学、

3)認知科学、4)組織エスノグラフィー、5)心理学

の研究知見をレビューし、それぞれに今後の研究

課題を述べてきた。 
 以上、見てきたように多くの学問領域では、「企

業や組織の現場で実際に行われている学習の様子

を、質的研究を含む様々な手法で明らかにしよう」

としていた。多くの学問分野においては、「そこ

で起こっていることは何か？」という記述的な研

究に注力してきたが、今後は「それらの知見を使

って、現場の学習環境をいかにデザインするか/
リデザインするか」ということが研究課題になっ

ている。 
 「学習環境をいかにデザインするか/リデザイン

するか」についてはこれまでも多くの教育工学者、

学習研究者によって提言がなされてきた（美馬

1998・加藤・鈴木 2001）。 
近年では、これを体現する研究アプローチとし

てデザイン実験（Brown 1992；大島 2004；三

輪・齋藤 2004；大島・大島・村山 2002；大島・

大島・田中 2002；三宅・三宅・白水 2002；
Bransford, Brown and Cocking 2000)やアクシ

ョンリサーチ（秋田・恒吉・佐藤 2005）とよば

れる研究手法も注目されている。これらの研究手

法は、研究者の現場への関与度が高く、実際の教

育現場を変革しつつ、データ収集をおこなう。上

記の手法だけでなく、教育工学は「実践学」とし

て現実の教育問題の解決に資する研究をこれまで

研究を行ってきた（日本教育工学会 2000）。 
 今後、ワークプレイスラーニングに対する教育

工学の果たすべき役割が非常に大きい。今後の研

究の進展が期待されている。 
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